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ルバリア型の浮消波堤（以後、DBFB）の高波浪制御特

性について現地観測を行い，対象とする周期帯の波に対

して波浪減衰効果が発揮できることを確認した．また，

CADMAS－SURF（沿岸開発技術研究センター，2001）

を用い，バリア長を調整することで透過率の低減が可能

になることを示している．しかしながら，反射率や透過

率などの浮消波堤の特性が十分に明らかにされておら

ず，浮消波堤の運動形態によってエネルギー損失の機構

が異なることが予想され，浮消波堤周辺の流動構造を把

握する必要がある．また，前報では断面2次元の扱いが

主であったために，実務的には平面波浪場への適用を検

討する必要がある．そこで，本研究では浮消波堤の消波

機構を明確にして透過率算定式を提案し，それに基づい

て浮消波堤背後の静穏度特性を評価することを目的と

する．

2. 断面2次元水槽実験

（1）実験概要

実験装置等は前報と同様であり模型を造波板より6.5m

の位置に設置し，可視化実験と画像解析（PIV）を行っ

た．可視化には2mm厚のレーザーシート（ダブルパルス

間隔2000ms）を水槽側面からガラス越しに入射し，水槽

底面に設置した鏡で鉛直方向に直角に曲げ，鉛直2次元

の可視化断面を作成した．画像撮影には画素数

1008x1018ピクセルのCCDカメラを使用し，サンプリン

グ間隔は15Hzとした．撮影のタイミングは浮体と造波板

の間で生じる波の多重反射の影響を避けるために，浮体

に3波入射した直後から約5秒間とした．造波板から浮

体沖側5m，6m，浮体岸側7m，8mの地点に波高計を設

置した．実験条件は波の周期1.25s，水深50cmの一定値
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1. はじめに

従来の浮防波堤の設置目的は浮体の動揺を積極的に利

用した波浪制御であり，消波構造物の大半はカテナリー

係留方式による．浮揚式海上立地として利用する大型浮

体構造物においては，浮体動揺を小さくすることを目的

とし，相反する機能を同時に満足させるために杭係留に

よる浮体が提案されている．

金ら（1993）は杭係留の浮体に本研究と同様なバリア

（論文ではスカートと称している）やスリット，孔を取

り付けた形状を提案し，波高や浮体動揺を低減させるた

めの形状や係留方法を検討している．しかし，係留力等

に着目しており，透過率等の理論的な扱いは行われてい

ない．Koutandosら（2005）は矩形断面の浮体形状を4タ

イプ作成し，エネルギー損失の観点から波制御効率を実

験的に調べ，固定浮体の前面に鉛直板を取り付けると良

いことを示している．透過率の観点からは固定と動揺に

差は見られないが，前者は反射率，後者はエネルギー損

失率が増大しており，透過率低減に寄与する機構が異な

っていることを示した．Koftisら（2006）は固定の矩形

断面浮体に鉛直板の有無と喫水深を変化させた数値計算

により，乱流諸量の変化を調べている．

このような関連から外村ら（2008，以後前報）はダブ
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として，①バリア（浮体底部の鉛直板）の有無②浮体の

動揺の有無③波高の高低（7.8cm，4.7cm）を変化させて，

計8ケースの実験を行った．その条件を表-1に示す．以

後，浮体がheavingする場合を可動，運動がない場合を固

定と称する．

（2）実験結果

図-1にケース1の浮体沖側前面でzero-downの位相にお

ける，渦度と流速ベクトルの画像解析結果を示す．流速

ベクトルと渦度は1/15秒毎の値を3波分平均したもので

ある．図中の線で四角は浮体である．渦度の値は時計回

りが負で，反時計回りが正である．

岸側（浮体内部）の下方に向かう流れが形成され，波

の峰通過位相付近で形成された反時計回りの渦がバリア

背後に残っている．同位相のケース2~4と比較するとケ

ース2では明確な渦の形成はなく，岸側に向かう流れも

きわめて小さい．ケース3ではケース2に類似している

が，渦の形成領域が狭い．ケース4はケース2に類似し

ている（図略）．浮体が可動すると波の谷通過時には，

バリアの先端がより下方となるために，渦の形成が促進

され，形成領域も大きくなる．

図-2，図-3にケース1とケース3の定常成分の結果を示

す．ケース1には浮体の最高点と最下点の位置を描画し

ている．バリアを付けることで渦対が同様に形成され，

その値もほぼ同程度であるが，沖側の渦の形成位置が両

者で異なるために，渦対により誘起される流れの向きが

可動では岸向き，固定では沖向きと方向が全く異なって

いる．固定の沖向きに向かう流れは，後述するように反

射波の影響によるものと考えられる．

Kr：反射率，Kt：透過率，Kl：（1－Kr
2－Kt

2）0.5で定義

されるエネルギー損失率とB/L（B：浮体幅，L：波長）の

関係を図-4に示す．可動と固定では透過率には差は見ら

れないが，前者はエネルギー損失率，後者は反射率が大

きくなり，Koutandosら（2005）と同様な結果である．

一方，Jungら（2005）は固定と可動（rollingのみ）の

矩形浮体周辺の流動をPIVで実験的に調べており，可動

の場合は固定の場合の半分程度の乱れ強度しかなく，浮

体と水粒子との速度差が小さいことがその要因であるこ

とを示している．Koutandosら（2005）は入射波が短周

期になると，浮体前面の重複波の周期と浮体の運動周期

に差が生じ，より効率的にエネルギー損失が生じること
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ケース

1

2

3

4

5

6

7

8

波高 (cm)

4.7

7.8

浮体動揺

可動

固定

可動

固定

バリア

有

無

有

無

有

無

有

無

表-1 可視化実験条件

図-1 流速と渦度（ケース1）

図-2 平均流速と渦度（ケース1）

図-3 平均流速と渦度（ケース3）

図-4 各変化率とB/L の関係



を示している．可動の形態によってエネルギー損失率が

異なるが，本研究の浮体の係留法では水平方向の浮体の

動きが制御されており，より効果的にエネルギー損失が

生じている．

3. 平面波浪場実験

（1）実験概要

現地にダブルバリア型浮消波堤を設置することを想定

すると，波向きや回折の影響を検討する必要がある．そ

のために北陸電力（株）所有の長さ28.5m，幅17m，高

さ1.0mの平面水槽を用いて静穏度実験を行った．模型の

形状や設置方法は前報と同じであるが，沿岸方向長さを

2.0mとした．20cm間隔で9台の波高計を移動させながら，

サンプリング間隔80Hzで計425点計測した．入射波は波

高4.0cm，周期1.0s，水深31.2cmとし規則波を用いた．

波向きは浮消波堤に入射角0°と25°の2ケースとした．

なお，平面水槽実験では造波板周辺を除き，水面波形の

記録から入反射分離をすることが困難であるため，以後，

入反射波共存場の波高を入射波高で無次元化した無次元

波高で検討する．なお、浮体は可動の場合のみとした．

（2）実験結果

図-5に入射角0°の場合の無次元波高の分布を示す．本

来なら浮消波堤の中心線に対して左右対称になるが，そ

のような結果にはなっていない．断面2次元実験の場合

と比較して，浮消波堤の動き（heaving現象）が入射波に

対して，必ずしも均一に生じていなかったことが一因と

考えられる．消波堤背後では30%程度の波高減衰が生じ

ている．

図-6に入射角25°の場合の無次元波高の分布を示す．

波高比が0.6以下の領域も形成され，波高比が0.7以下の

範囲は図-5の直入射に比べて3倍程度ある．

目視観測によれば斜め入射の場合，浮消波堤に rolling

現象が発生し，結果的にheavingが抑えられ浮消波堤とし

ての動きが低下し，そのために浮消波堤前面に反射波が

発生し易くなり，見掛け上の波高減衰効果が向上した．

Martinelli（2008）らも入射角の増加と共に透過率が線形

に減少することを示しており，本実験と同様な結果とな

っている．なお，断面実験に見られた渦の形成は実験で

は確認できなかった．

4. 透過率と抗力係数の検討

（1）Harms（1979）の方法による透過率の算定

矩形浮体による透過率の算定は例えば伊藤（1972）に

よる理論的な検討があるが，本研究のようなダブルバリ

ア型浮消波堤の透過率算定に関する研究は存在しない．

Harms（1979）はタイヤを連ねた浮消波堤を提案し，タ

イヤの移動に要するエネルギーフラックスを抗力と質量

力で評価し，透過率を算定している．本研究ではHarms

の考えを援用するが，浮消波堤は比較的水深が浅い水域

に設置されることもあり，全水域への適用を考慮した．

波動場や振動流場に置かれた物体に対する抗力係数に

関する研究は多数見られる．例えば，浦島ら（1992）は

スリット壁の抗力係数と質量係数の関係を平均水平流速

とスリット幅で定義したレイノルズ数で整理しており，

レイノルズ数が数千程度の時，抗力係数が10程度，質量

係数が1程度であることを示し，本研究でも抗力が卓越

するとして，透過率を式（1）で与えた．

…………（1）

ここで，Kt：透過率，Ht：透過波高，H：入射波高，

CD：抗力係数，P：単位断面当たりの構造物が占める割

合，B：消波堤の岸沖方向長さ，L：入射波長，n：群速

度と波速の比である．Harmsは式（1）の誘導において抗

力係数と質量係数の比が入射波高とタイヤ径の比と同程

度であるとし，適用水域を深海域に限定しているため，

式（1）の“4”を“10”，n=0.5とした場合に相当する．

ここではP=1と一定で扱い，抗力係数（=CD/P）を陽な

形で与えることで透過率を算定した．

（2）抗力係数の評価

前報の断面2次元実験で計測した透過率に式（1）を適
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用して抗力係数を算定した．抗力係数はKC数やレイノ

ルズ数によって変化することが知られており，本研究で

は微小振幅波理論の水平最大流速と浮消波堤の喫水深を

用いてレイノルズ数を定義した．図-7に抗力係数とレイ

ノルズ数の関係を示す．レイノルズ数の増加に伴い，抗

力係数が減少する通常の傾向と同様である．

図-7の抗力係数の妥当性を評価するには，直接波力等

を計測することが必要であるが，現時点では計測装置等

が不充分であるために，数値計算による検討を行った．

辻本ら（2000）は k-ε乱流モデルと境界適合座標系

（BFC）を用いて有孔水平板周辺の流動や乱れの検討を行

っている．本研究でも同じ基礎式と計算手法を用いた．

画像解析により浮消波堤は波とほぼ同位相で上下運動

していることを確認したので，水面からの浮消波堤の喫

水深を常に一定とし，その場所で辻本ら（2000）と同様

な境界条件を設定して，浮消波堤の運動を考慮した．本

計算の座標系は一価関数で表現されており，浮消波堤上

面が完全に露出すると計算が不可能になるために，計算

では浮消波堤上面は水面と一致させて扱った．

図-8は図-1の条件下での流速ベクトルと乱れエネルギー

（間隔0.005（m/s）2）の計算結果で，沖側バリア付近でゼロ

アップとなる位相である．尚，横軸は図-1に一致させて

いる．浮消波堤下方に向かう流れが見られ，流速値も画

像解析とほぼ同程度である．沖側バリア先端には乱れが

集中しており，この乱れが消波に寄与していると推定さ

れる．一方，岸側バリア先端には明瞭な乱れは発生して

いない．この計算結果をもとにAl-Kazilyの手法で算出し

た抗力係数の位相変化を図-9に示す．抗力は波の峰通過

時に最大となるために，その位相時に着目した．図中の

圧力差は沖側と岸側のバリア全面に作用する圧力を積分

した値である．本計算条件のレイノルズ数はおよそ10000

程度であり，図-7から算定される抗力係数と図-9の値は同

程度の20前後である．

5. 平面波浪場への適用

（1）計算方法

本研究では実務的な適用を想定しているために，計算

負荷の大きい数値モデルは適切でない．平面波浪場の検

討を行う場合，浮消波堤を通過する波の影響だけでなく，

回折の影響を取り込むことが重要である．沖ら（2000）

の計算方法はエネルギー平衡方程式に回折効果を考慮で

き，構造物の透過率を陽に与えることで構造物背後の静

穏度を評価可能になっている．本研究では入射波の条件

より式（1）で算定される透過率を浮消波堤背後の計算

格子に与えた．このモデルは反射波も計算できるが，浮

消波堤背後の静穏度を評価するために，透過波高のみを

示す．

（2）計算結果

図-10は直入射の無次元波高の計算結果である．実験

結果と比較してやや無次元波高が小さくなっている．高

木ら（1993）は平面実験と断面実験の結果を比較して，

前者の消波性能が10～15%後者に比べて低下する（無次

元波高の増加）ことを指摘している．透過率は断面実験

より算定された値を用いており，両者の消波性能につい
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図-7 抗力係数とレイノルズ数 図-8 流速ベクトルと乱れ（計算）

図-9 抗力係数の位相変化

図-10 無次元波高（直入射Kt=0.54）



て高木らの値を考慮すると，概ね無次元波高が最大15%

程度大きくなり，実験結果との差異も小さくなる．

図-11は浮消波堤に対して25°の角度で波が斜め入射し

た場合の結果である．斜め入射の場合式（1）のBに，仮

想堤体幅（回折計算での仮想開口幅に相当）を与えてい

る．計算結果は実験と比較してやや小さくなっている．

前述の実験の目視観測より斜め入射の場合，浮消波堤

の挙動は直入射の場合と異なっている．この事は間接的

に浮消波堤の透過率の評価に影響を及ぼしている．透過

率は波浪条件から算定されるが斜め入射の影響が考慮さ

れていない．そこで，斜め入射の成分を浮消波堤に対し

て法線方向と接線方向に分け、法線方向の流動が寄与す

ると考え，水平最大流速の余弦成分を用いたレイノルズ

数で透過率を算定した．実験と計算の差を明確にするた

め，両者の波高差を実験波高で無次元化した相対誤差

を％表示で図-12に示す．誤差で見ると両者の差異は1％

前後であり、計算と実験の対応は良好である．

6. 結論

本研究で得られた知見は以下の通りである．

（1）浮消波堤の運動形態が波浪減衰に寄与する機構は異

なる．固定は反射波，可動はエネルギー減衰が卓越

する．

（2）波浪条件と浮消波堤の形状から決定されるレイノル

ズ数を用いた浮消波堤の透過率算定式を提案した．

（3）回折効果を考慮できるエネルギー方程式に，提案し

た透過率算定式を組み込んで平面波浪場の算定を行っ

た結果，実験結果との対応も良好であった．又，斜入

射の影響を考慮する方法を提案した．

今後の課題としては，浮消波堤に作用する圧力の計測

を通じて抗力係数の算定が必要である．
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